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「取引コスト理論」から見た農協の総合事業制

我が国の農協は，信用事業をはじめ経済事業や共済事業などのいくつかの異なった種類
の事業や活動を手がける総合事業制のもと運営されている。
こうした農協の総合事業制については，これまで，経済学的には「範囲の経済性」とい

う概念に基づいて説明されてきた。「範囲の経済性」とは，ある組織が複数の事業を行う
ことによりコスト削減などの経営の効率化を実現させることであり，農協の総合事業制は，
この「範囲の経済性」がもたらす効果を享受できるものと解釈されてきた。
ところで，農協組織の総合事業制の意義については，他の概念からも説明可能ではない

かと考える。たとえば，様々な組織や制度を研究対象とする新制度派経済学と呼ばれる経
済理論も適用できると考える。この経済理論は，いくつかの理論群から構成されており，
そのなかで代表的な「取引コスト理論」は，2009年にノーベル経済学賞を受賞したオリバ
ー・ウィリアムソンによって広く普及されて，現在では多くの分野で応用されている。
この「取引コスト理論」は，情報の収集・処理・伝達の能力に限界がある人間同士が取

引を行う場合，人間は自分の利益を最大化しようとする機会主義的な行動をとることを前
提にして体系化されている。たとえば，特殊な内容を持つ財・サービスなどを見知らぬ人
間同士が市場取引を通じて手に入れようとする場合には，機会主義的な行動などが起こり，
取引上の無駄・非効率すなわち取引コストが発生する。そして，この取引コストが高すぎ
る場合にはこれを節約するために，市場取引の代わりに，市場取引で得ようとした財・サ
ービスを組織のなかで賄うようなやり方が選択される。
農協の各事業はいずれも地域に根ざしており，地域住民との強いつながりを基盤にして

いる。このため，農協に蓄積された各事業の内容は、地域特有の個別事情を踏まえており
独自性が高いと言える。このような独自性の高い事業を，他の組織に売却すると仮定した
場合，その独自性をめぐって自らの利益を最優先する人々による機会主義的な駆け引きが
展開されやすくなってしまう。
たとえば，仮に農協のある事業を切り離し売却等によって他の組織がその事業を行うよ

うにすれば，農協に蓄積されている独自のノウハウや情報などが不適切に評価されたり，
悪用されたりするような行為が引き起こされるおそれも否定できない。
要するに，「取引コスト理論」という経済理論からも，地域に根付いた独自性の高い農

協の各事業は，農協内部で合わせて運営された方が，合理的であると評価される。
このことは，農協組織の優位性や長所を，今までは無縁と考えられてきた経済理論によ

っても説明できることを意味するのではなかろうか。
いずれにせよ，農協組織のあり方の今日的な意義を改めて見直しつつ今後の飛躍を図る

ために，農協組織を様々な経済理論から評価しようとする試みは重要だと考える。そして，
そうした試みは，農協組織にあまり馴染みがなかった人々にも農協組織の良さをアピール
することにもつながっていくと考える。
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